農地の取得・貸借・転用をしたいとき
◎農地を取得、借りたいとき（３条許可申請）

　　耕作の目的で、農地の権利移動（売買、賃貸借、使用貸借、交換、贈与）をするときは農業委員会又は県知事（他町村の方が農地を取得・貸借する場合）の許可が必要です。ただし相続の場合、許可は必要ありません。

◇条件（制約）の一部
・目的が自ら耕作するためであること

・持っている土地や借りている土地全てを自ら耕作していること

・常時農業に従事していること（年間１５０日以上）
◎安心して農地の貸し借りしたいとき（利用権設定）
　農業経営強化促進法に基づく農用地利用集積事業による農地の貸借は、３条許可が不要です。この制度は、担い手農家の規模拡大を図りやすくするために設けられた制度で、農地法上のさまざまな制約が緩和される反面、借りる事のできる人の条件は厳しくなります。この事業による貸借は市町村が中に入って貸借を行います。

◇メリット

・農地を貸す場合に農地法上の許可が不要です。

・貸した農地は期限がくれば、解約の手続をしなくても自動的に戻ってきます。

　　（利用権の再設定により、継続されます。）

・借主は貸借期間中、安心して耕作できます。

◇貸借できる方

・貸主は貸す農地の所有者ならどなたでも貸すことができます。

・借りることのできる方

　　①農地の全てについて耕作すること。

　　②農作業に、常に従事すること。

　　③利用権の設定を受ける土地を効率的に耕作すること。
◇貸借の期間

・双方で話し合って決めることができます。
◎農地を転用したいとき（４条・５条申請）

　　農地を農地以外のものにする場合（住宅・工場・駐車場・山林等）には、県知事の許可が必要です。

◇許可条件の一部
・農業振興地域の農振農用地でないこと。

・転用の実現が確実であること。（資金力や他の権利設定について確認します。）

・周辺農地に支障がないこと。（日照・通風等の影響について確認します。）

◇所有者自らが転用する場合（４条許可申請）

・農地法第４条の規定による許可で、農地の所有者自身が当該農地を転用する場合に

は県知事の４条許可が必要です。

◇農地の所有者以外の人が転用する場合（５条許可申請）

・農地法第５条の規定による許可で、農地の所有者以外の人が当該農地を転用と権利（所有権、賃借権等）の移転や設定を伴う場合には、県知事の５条許可が必要です。

◇許可後に転用計画変更をする場合
・４条及び５条転用許可を受けた後、許可申請書に記載した内容を変更する場合には、県知事の承認が必要です。ただし、やむを得ない重大な事情がない限り計画変更は認められません。
◎農業用施設を建設する場合（４条第１項６号の農地転用届出）
自己の所有農地に２a（200㎡）未満の農業用倉庫や農機具置場等の農業用施設を建てる場合には、事前に届出をしていただくことになります。２a（200㎡）を越える場合は４条許可申請をして転用許可を受ける必要があります。
◎受付期間

　毎月５日～１５日まで（１５日の役場業務が休みの場合は、その直前の開庁日まで）

　に必要書類をそろえご提出ください。

■相続税または贈与税の納税猶予の特例を受けている農地又は農業者年金の経営移譲年金（又は特例付加年金）を受給するために経営移譲（又は経営継承）した農地は、基本的には売買や貸借等できません。
　（猶予されている税金を利子税とともに納付すること・経営移譲年金（特例付加年金）が停止されることを承知されている場合は可能です。）

■掲載内容は概略ですので、詳しくは農業委員会にご相談ください。
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